
12 

 

 

第４章 避難誘導・安否確認体制の整備 

 

１ 避難支援の実施体制 

 

（１）地域における避難支援体制 

 地域支援者は、災害発生時に個別計画に基づく支援を実施するが、何らかの理由によ

り支援が実施できないときは自主防災会へ連絡するものとする。 

 

（２）社会福祉施設等の避難支援体制の整備 

社会福祉施設等においては、市から提供される防災情報等に基づき、事前に要支援者

の受入れや移動支援など避難支援体制の整備に努める。 

 

 

２ 情報伝達体制の整備 

 

（１）要支援者への情報伝達 

市は、同報無線や広報車のほか、やいづ防災メール（※用語の説明）、市公式 LINE、テレ

ビ・ラジオなど、様々な手段により、要支援者へ避難情報を発令する。 

また、発令された避難情報が要支援者を含めた住民全員に確実に届くよう、地域ぐる

みの情報伝達体制の整備を推進する。 

 

（２）地域支援者への情報伝達 

市は、様々な情報伝達手段や地域ぐるみの情報伝達体制を使って地域住民に情報を伝

達することにより、地域支援者へ避難情報を伝達する。また、地域支援者に対しては、

市や民生委員・児童委員が協力し、やいづ防災メール等の登録を促し、情報伝達の強化

を図る。 

 

（３）避難支援関係機関への情報伝達 

市は、社会福祉施設等の避難支援関係機関が要支援者支援体制を速やかに整えられる

よう、避難支援関係機関へ防災情報を積極的に提供し、要支援者支援体制の確保に努め

る。 
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地域の避難支援計画（個別計画）関係者 

 

避難行動要支援者避難支援の情報伝達イメージ 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 要支援者の避難支援方法等の普及 

市は、自主防災会、民生委員・児童委員を対象に、要支援者情報の収集・共有や避難支

援計画の必要性、管理方法、共助の重要性や役割等について説明会を開催する。 

また、広報紙、ホ－ムペ－ジ等を通じて普及を図る。 

 

 

４ 避難支援訓練の実施 

市は、要支援者の避難支援に関係する機関と協力・連携し、総合防災訓練・地域防災訓

練等において要支援者の避難支援訓練を実施する。 

 

 

地域住民 

（自主防災会等による地域ぐるみの情報伝達） 

個別計画登録者 

 

地域支援者 

（隣家・自主防など） 

一斉伝達 

 

・同報無線 

・防災ラジオ 

直接伝達 

 

・広報車 

・消防団による 

広報 

個別伝達機器 

・やいづ防災メール 

・市ホームページ 

・市公式ＬＩＮＥ 

・戸別受信機 等 

放送事業者 

 

・テレビ、ラジオ 

・CATV 

焼津市 

避難行動要支援者 

 

支援 

避難支援 

関係機関 

（社会福祉

施設等） 

視覚・聴覚障害  

のある人等への対応 

受入準備等 
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５ 安否確認情報の収集体制 

 

（１）要支援者の安否情報の収集 

安否情報の収集については、自主防災会が実施する。 

自主防災会は、収集した安否情報を自主防協力班を経由し、災害対策本部内に設置さ

れる要支援者支援チームに報告するものとする。 

 

（２）地域支援者からの報告 

地域支援者は、要支援者を避難先へ移送した場合や要支援者の親戚宅等への避難情報

を得た場合等は、自主防災会に報告するものとする。 

 

（３）民生委員・児童委員からの報告 

  要支援者の中には親戚宅や知人宅に避難し、避難所に避難しない要支援者も多く、避

難所においてだけでは安否情報の収集は難しい側面があるため、平常時から要支援者と

身近に接しており、また、要支援者の情報を保有している民生委員・児童委員が自主防

災会と連携し、要支援者の安否確認を行い、その情報を自主防災会に報告するものとす

る。 

 

 


